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2006.7 第45号 21 5

月45時間以内�

時間外・休日労働時間� 健康障害のリスク�

徐々に高まる�

高�

低�

月100時間超　または�
２～６月平均で月80時間超�

長くなるほど�
�

�

１）上の図は、労災補償に係る新しい脳・心臓疾患の労災認定基準の考え方の基礎となった医学的検討結果を踏まえたものです。
２）業務の過重性は、労働時間のみによって、評価されるものではなく、就労態様の諸要因も含めて総合的に評価されるべきものです。
３）「時間外・休日労働時間」とは、休憩時間を除き１週間当たり40時間を超えて労働させた場合におけるその超えた時間のことです。
４）２～６月平均で月80時間を超える時間外・休日労働時間とは、過去２か月間、３か月間、４か月間、５か月間、６か月間のいずれかの月平
均の時間外・休日労働時間が80時間を超えるという意味です。
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○ 長時間にわたる労働による労働者の健康障害の防止を図るための対策の樹立に関すること�

○ 産業医は要件に該当する労働者に対し申出を行うよう勧奨�
　　　　　　　　　　　　　　　　【則第52条の3第4項】�

○ 労働者の疲労の蓄積の状況その他の心身の状況、聴取�
 　した医師の意見等を記載【則第52条の6第2項】�

義　　務� 努　力　義　務�

○ 医師が労働者の勤務の状況及び疲労の蓄積の状況その�
　 他の心身の状況について確認【則第52条の4】�
�
�

法：労働安全衛生法　則：労働安全衛生規則�

衛生委員会等で調査審議【則第22条第9号】�

時間外・休日労働時間の算定【則第52条の2第2項】�
(毎月１回以上、一定の期日を定めて行う)

時間外・休日労働時間�
１月当たり100時間超�
【則第52条の2第1項】�

時間外・休日労働時間�
１月当たり80時間超�
【則第52条の8第2項】�

事業場で定めた�
基準注）に該当�

【則第52条の8第2項】�

 労働者からの申出【則第52条の3第1項】�
（期日後概ね1月以内）【則第52条の3第2項】�

労働者からの申出�
【則第52条の8第3項】�

医師による面接指導の実施【法第66条の8第1､2項】�
（申出後概ね1月以内）【則第52条の3第3項】�

面接指導又は面接指導に準ずる措置の実施�
【法第66条の9、則52条の8第1項】�

面接指導の結果の記録を作成【法第66条の8第3項】�
（５年間保存）【則第52条の6第1項】�

事後措置の実施【法第66条の8第5項】�

○ 就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、�
　 深夜業の回数の減少、衛生委員会等への報告等の措置�

医師からの意見聴取【法第66条の8第4項】�
（面接指導後概ね1月以内）【則第52条の7】�

注）「事業場において定める基準」については、以下に十分留意すること。
q時間外・休日労働時間が１月当たり100時間を超える労働者及び２ないし６月の平均で１月当たり80時間を超える労働者については、す
べての労働者について面接指導を実施するよう努めること

w時間外・休日労働時間が1月当たり45時間を超える労働者については、健康への配慮が必要な者の範囲と措置について検討し、それらの
労働者が措置の対象となるようにすることが望ましいこと
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従業員の面接指導等にあたって－専属産業医の場合
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従業員の面接指導等にあたって－嘱託産業医の場合
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雄大な自然がおりなす富山市は、立山連峰の雪解水の水

路が市街を走っている。富山産業保健推進センター（加須

屋實所長）の事務所からは、その市街を一望することがで

きる。今年３月に富山県産業看護研究会が発足するなど、

県内の産業保健の中核を担う前向きな取組みが目を惹く。

◆ ◆

「参加者のニーズに応えていく姿勢で取り組んでいます」

との心強い言葉は加須屋所長。「アンケートの結果から、た

とえば、有害化学物質、メンタルへルス問題、生活習慣病

などへの関心が高く、昨年度の実績から研修回数を1.7倍

に増やし、それらのテーマを意識しつつ組立てています。

地域と職域との連携も念頭において、講師も厚生センター

や健診センターの方にもお願いしています」と、平成18年

度の事業計画でもおおいに力を注いでいる様子が窺える。

それに付随して、今年度初めて『研修・セミナー受講ノ

ート』を作成した。研修参加者の意欲に訴えかける意図で

あるが、きっかけはセンターのモニターの意見から。加須

屋所長は「受講ノートがあると年間行事予定にしても、ど

れだけ参加したかという全体像が残るでしょう。達成感が

あるといいという声があったので形にしてみました」と背

景を説明してくれた。スタンプラリーのように参加をする

たびに修了印をもらえるという仕組みである。プレミアは

特に考えてはいないと言うが、「参加者の産業保健への関

心・取組みを一覧化することで、さまざまな分野への興味

を掘り起こすきっかけになればと思っています」と杉川敏

幸副所長。新年度がスタートして早々、今後の動向にも注

目といったところだ。

ニーズへの素早い対応――。５月９日に発表された平成

16年国民健康・栄養調査結果において、メタボリックシン

ドロームの予備群が40歳以上に多いと警鐘が鳴らされ、が

ぜん関心が高まっている生活習慣病。このタイミングを捉

え、５月23日に

「生活習慣病予防

としての栄養の

実際」と題して、

青山今日子管理

栄養士（富山労

災病院）を講師

に招き研修を開

催した。増えつづける予備群に対して、いかに予防するか

という点が最大の関心事ということもあり、雨にもかかわ

らず多くの産業保健関係者が参集した。

「大多数の人は食生活の改善の必要性を理解しているに

もかかわらず、行動に移すことができずにいる…そこが自

己管理の難しいところです」と青山栄養士。

自分がどれくらい食べているかという認識にズ

レが生じていることに気づく必要がある。「今朝

は何も食べていない」と訴えても“何も”がどれ

くらいの量かは、主観的な量でしかない。そのこ

とに注意をしないと予防できることも見逃してし

まいかねない。食事を一食抜いたからといって、必

ずしも体重が減るわけではない。「３食バランスよく

食事をして、食べ過ぎに注意することで肥満を防ぐ。まず

はこのことが生活習慣病予防につながるということを認識

していただくことです」と青山栄養士は訴える。

参加者からは、自職場での事例を挙げての質問が相次ぎ、

この問題への関心の高さが窺われた。
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〒930‐0856 富山県富山市牛島新町5‐5
インテックビル9F

TEL 076‐444‐6866 FAX 076‐444‐6799

富山�
産業保健推進�
センター�

富山�
産業保健推進�
センター�

左前より杉川副所長、加須屋所長、左後より木村さん、
古田業務課長、久保田さん

受講ノート

関心の高い生活習慣病の研修



塩谷・南那須地域産業保健センターがあるさくら市保健

センターに赴くと、近隣に働く人々を乗せたバスと行き会う。

「今、事業場の定期健康診断が多い時期なので、周囲が慌

ただしくなっているところです」と、コーディネーターの

塚田晃之氏。公共施設が隣接している辺りでもあり、「健

診の折などに『当センターを知った』と言って訪れてくる

方もいます」とほほ笑む。開設して足掛け10年。その間

に、静かに存在感をアピールしてきたものだ。

◆ ◆

塩谷郡市医師会が発行するエッセー集、「かかりつけ医

のココロ」には、同医師会に所属する医師の方々によって、

柔らかな筆致で“かかりつけ医”の大切さが綴られている。

その発刊に当たり、同医師会の尾形直三郎会長は、序に次

のような一文を寄せている。

「地域医療のあり方が問われている現状の中で、医療連携

を推進して行こうという機運が当医師会に芽生え、『医療

機能分化推進』と『社会活動』の２つの委員会を平成15年

の春に立ち上げました。同時に当医師会は、この年から３

年間の栃木県医療機能分化推進事業に指定され活動を開始

しました」。

塩谷郡市医師会は、南那須医師会とともに塩谷・南那須

地域産業保健センターの運営に携わる。センター長を務め

るのは、ほかならぬ尾形会長である。エッセー集の読後に

は、開設時の慌ただしい時期を越え、落ち着いた、実りあ

る活動の方向性が見えてきていることを、ぼんやりと感じ

取ることができる。

塚田氏の、「一般に“かかりつけ医”という言い方があ

りますが、職域保健にもそんな発想があってもよいでしょ

う。特に当センターが関わっている小・零細規模の事業場

にとっては便利なはず」との補足の言葉は、同センターの

社会的な意味合いを十分意識したものだろう。

一方、同センターで保健師を務める小野崎千鶴子さん。

公務として40年近く保健業務に従事してきたが、「産業保

健活動というと大規模な事業場の大掛かりな活動を連想し

がちですが、小さな規模の事業場では目配りが利くという

利点があります」と言う。「例えば生活習慣病。食生活に

関して、直に見て具体的に『こんな物を食べたほうが良い

よ』と言えるでしょう。メンタルヘルスもしかり。顔色を

見て、様子を知りアドバイスすることができます」と続け

る。こうした構えで、不可欠な存在として社会にコミット

しているのである。

ちなみに、小野崎さんの保健指導用のグッズ。生活習慣

病対策やメンタルヘルス対策のポイントを、１枚１テーマ

でカラーリーフにまとめている。「分かりやすく諭すよう

に指導してい

ます」という

ところは、“か

かりつけ医”

のような配慮

である。

同センター

では、窓口相

談や巡回相談などを着実に行い、登録事業所数を増加させ

てきているが、開設当初は、やはり広報――センターの存

在を知らしめる活動で相応の苦労があった。塚田氏は、「事

業場が集まる様々な機会に時間を割いて頂き、センターの

利用を呼びかけてきました。また、運営協議会では労働基

準監督署の方々とも意見を交わしていますが、コミュニケ

ーションが取れていくなかで、署の職員が労働衛生に関す

ることで事業者と接する機会にセンターの活用を促してく

れるというような流れもできています」と振り返る。他方、

「景気の動向に併せて産業構造も変わっており、健康管理

を取り巻く状況も変容しています。例えば、健康管理を地

元の事業場で完結させていたものが本社で一括管理するよ

うになるなど、ずいぶん様変わりしている部分もあります」

などと俯瞰してみせる。

これまでの相談結果やアンケート結果などから、生活習

慣病対策、メンタルヘルス対策を進めていく構えの同セン

ターだが、“かかりつけ医”あるいは“かかりつけ保健師”

のようなスタンスで、地域の事業場に根付いていくことに

なろう。

〒329‐1312 栃木県さくら市桜野1319‐3
さくら市保健センター内

TEL 028‐682‐2626  FAX 028‐682‐2626

塩谷・南那須�
地域産業保健�
センター�

塩谷・南那須�
地域産業保健�
センター�
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右端に塚田コーディネーター。左から２人目が保健師
の小野崎さん。
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30人以上50人未満の事業場 83,400円
10人以上30人未満の事業場 67,400円
10人未満の事業場 55,400円

（注）共同選任医師を選任するのに要した費用の額が上記の額を下回る場合は、その医師を選任
するのに要した費用の額を支給します。

左から小　課長、寺崎医師、池上常務。

「何か気になったら相談できる安心
感がありますね」と永岡さん。



選定の際にサービスの質を十分に検討しなかったり、安易

に丸投げしてしまうと、本来の業務までおろそかとなりさ

まざまなトラブルが起きる。「安かろう、悪かろう」の事

例は、最近マンションやエレベーター等で記憶に新しいと

ころである。

いずれにしても、事業場内に産業保健活動の核となる存

在（産業保健スタッフや衛生管理者等）をおいた上で、何

を外部機関に求めるのか明確にし、適した外部機関を選定

しなければならない。

q 

企業外労働衛生機関は提供するサービスの範疇によっ

て、健康診断機関、作業環境測定機関、総合的労働衛生機

関等の種類がある。総合的労働衛生機関は、健康診断や作

業環境測定に加え、健康診断の事後措置や労働衛生教育・

健康教育等、総合的にサービスを提供できる機関である。

w 

健康診断を例にして、企業外労働衛生機関の選定のポイ

ントを述べる。

まずは精度管理がしっかりしていることが重要である。

健康診断で行われるさまざまな検査が、医療レベルとして

一定の水準を満たしていなければいけないのは当然のこと

16 21

産業保健活動を行う上で、さまざまな事業場外資源を活

用する必要性が出てくる。本稿では事業場外資源の種類や

活用する際の注意、選定のポイント等について述べる。

産業保健活動を行う上で、事業場外資源の活用が必要な

理由は大きく３つある。１つ目は産業保健活動のすべてを、

事業場内の人材と設備で行うことができないからである。

２つ目は産業保健と関連する活動（健康診断で発見された

疾患の治療等）について外部の諸機関と連携を取る必要が

あるため、３つ目は産業保健に関する最新の情報収集や、

産業保健スタッフ等のスキルアップを自社内で十分に行う

ことが難しいからである。

産業保健活動の中で、事業場内の人材と設備でまかなえ

ない部分に関しては、外部機関にアウトソーシングするこ

とになる。

アウトソーシングとは経営効率を高めるため、極力社内

に過剰な人材と設備を抱えず、積極的に外部資源を活用し

ようとする経営手法である。元々は米国経済が低迷してい

た時期に、リストラの一環として始まった。

アウトソーシングのメリットとしては、コスト削減だけ

でなく、人・物等の経営資源を本来の業務に集中できたり、

外部の専門性の活用ができる等のメリットがある。

一方、まずコスト削減ありきで、アウトソーシング先の

!33
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がされていること、健診結果が見やすいこと、妥当なコス

トであること等も重要である。

q 

EAP機関は職場のメンタルヘルスの専門サービス機関で

ある。労働者個人の相談への対応、組織・管理監督者・人

事労務管理スタッフへのコンサルテーション、メンタルヘ

ルス教育、精神科等の医療機関への紹介、危機への介入等

のサービスを提供する。

またEAPには個人を対象に医療的支援を得意とする機関

から、自己啓発や組織コンサルテーションを主に行う機関

まであり、得意とする分野が異なる。

w 

まずは事業場のメンタルヘルス対策で、どのようなニー

ズがあるかを確認する必要がある。その上でEAP機関に何

を求めるのか明確にすることが重要である。事業場内に産

業保健スタッフ等がいる場合には、EAP機関と連携するこ

とにより、相補的で円滑な連携ができるような体制づくり

を考えるべきである。

e 

まずは求めるサービスを得意とする機関かどうかの確認

が必要である。

次にサービスを提供する上で十分なスタッフがいるかど

うかの確認が必要である。カウンセラーであれば、臨床心

理士やシニア産業カウンセラー等の資格を持つスタッフを

配置していることが望ましい。さらにこれらのスタッフに

対し、組織として継続した教育を行っていることも重要で

ある。

医学的治療が必要になった場合に、適切な医療機関に紹

介したり、就業上の配慮が必要となった場合に事業場内産

業保健スタッフ等とうまく連携できるかどうかも重要であ

る。

またプライバシーの保護は当然重要であるが、守秘義務

と安全配慮義務のバランスが取れた対応をしてくれるかど

うかも重要なポイントである。場合によっては相談者本人

の生命や、第三者の安全に係ることも考えられるためである。

その他、職場で自殺や災害が起きた際に専門的な介入が

できるか、妥当なコストか等も選定のポイントとなる。

近年、大企業、企業外労働衛生機関、大学等でキャリア

を積んだ後に、労働衛生コンサルタント事務所を開業する

産業医が増えてきた。すでに十分なネームバリューを持つ

実力派が揃っており、今後が期待される。

である。これらを外部から判断することは難しいが、（社）

全国労働衛生団体連合会（全衛連）の総合精度管理事業に

参加していることが目安となる（作業環境測定については

（社）日本作業環境測定協会の統一精度管理事業がある）。

労働衛生機関評価制度の認定を受けていれば、信頼できる

体制で健康診断を行っていることを総合的に認められてい

ることになる。

次に受診のしやすさもポイントである。郊外の工場であ

れば、健診車を事業場内に派遣してもらい集中して実施し

てすることがよりよいが、都心の事務所で営業職や出張が

多い職種が多ければ、受診者の都合のよい時に、健診機関

に赴く方が受診しやすい。また予定日に受診できなかった

場合の対応も、受診率を上げるためには重要である。

また健診結果の報告までの期間が遅すぎないことも必要

である。全衛連のモデル健康診断業務管理マニュアルによ

れば、「報告は原則として14日以内に行う」とされている。

さらに健診結果を有効に活用するためには、精密検査や

保健指導、就業上の措置等の事後措置が欠かせない。事業

場内に産業保健スタッフがいない事業場では、健診のやり

っぱなしにならないためにも、産業医や保健師の活動を積

極的に実施したり、医療機関とのネットワークを築いてい

る機関を選ぶとよい。

採血事故等のトラブルが起きた際の対応も重要なポイン

トである。トラブルが発生した場合は、速やかに事業場内

の担当者に報告の上、適切な措置を行ってもらう必要があ

る。事故処理、クレーム処理のマニュアルや処理記録があ

るか等確認するとよい。

健康診断、作業環境測定、産業医活動等、複数のサービ

スを総合的に受ける場合は、各サービスがスタッフの連携

により有機的につながり、きめ細やかなサービスを受けら

れるかどうかも、重要なポイントである。

他にも受診時や結果報告等に関してプライバシーの保護
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のような場に参加することにより、自己研鑚だけでなくネ

ットワークづくりにも役立つ。産業保健関係者にとっては、

実にありがたい存在である。

構内に50人未満の小規模事業場があれば、産業医共同選

任事業について相談するとよい。

まず各センターのホームページを参照の上、積極的に活

用することをお薦めする。

w 

地域産業保健センターは産業医の選任義務のない労働者

数50人未満の事業場を対象としている。労働基準監督署単

位に設置され、郡市区医師会が事業を行っている。地域の

医師会と良好な関係を築くためにも、できる限り事業に協

力するとよい。

産業医が専門職として自己研鑚、情報収集、ネットワー

クづくり等を行っていくためには、積極的に学会に関わっ

ていくことが重要である。

学会に参加していると、企業外労働衛生機関や外部EAP

機関等が、スタッフの研鑚に力を入れているかどうかとい

うことも、おのずと分かってくるので、アウトソーシング

先を選定する目も養われる。

q 

産業医に関係の深い学会で最大規模のものとして、（社）

日本産業衛生学会（http://www.sanei.or.jp/）がある。産業

医となったら、まず入会すべき学会である。毎年春に総会

と特別研修会を開催し、秋に産業医・産業看護全国協議会

を開催している。同学会の産業医部会では年２回産業医プ

ロフェッショナルコースという研修を開催している。機関

紙として産業衛生学雑誌を年７回、 Journal of

Occupational Healthを年６回発行しており、学会員に郵送

される。また1994年からは学会の専門医制度も発足してい

る。研究会活動も盛んで、多種多様な研究会が総会期間中

を中心に開催されている。研究会の例を一部紹介すると、

温熱環境研究会、産業保健マーケティング研究会、職域に

おける睡眠呼吸障害研究会、EAP研究会、医療機関におけ

る産業保健活動研究会等がある。

その他にも日本職業・災害医学会、日本衛生学会、日本

公衆衛生学会、日本疫学会、日本産業精神保健学会、日本

産業ストレス学会、日本総合健診医学会、日本労働衛生工

学会、日本人間工学会等がある。

いずれの学会もホームページを持っていることが多いの

で、興味があれば見てみるとよい。

w 

大きな物としては、NPO法人健康開発科学研究会やサン

産業医がさまざまな産業保健活動を通じて精密検査や治

療、専門医へのコンサルテーションが必要と判断した場合

は、地域医療機関に紹介することになる。普段より周辺の

医療機関とネットワークを築いておき、いざという時、適

切な紹介先を複数提示できるようにしておきたい。産業医

をしている事業場が出身大学や研修した病院の地元にあれ

ば、最大限、その人脈を生かすべきである。それが困難な

場合は、地域の医師会や研修会等に顔を出すところから始

めるとよい。地域の医師会が主催する認定産業医研修の講

師を務めると認知度も上がる。

また病気のため休業していた労働者が職場復帰する際等

には、復帰の可否や就業上の配慮内容を判断するために、

主治医から十分な情報を得る必要がある。そのためには、

労働者のプライバシーに十分配慮し、主治医が安心して情

報を提供できるようにすることが必要である。また、情報

提供を求める際に、作業内容や就業規則等に関する情報を

分かりやすく提供したり、決定した措置内容を報告する配

慮も必要である。産業医と連携したことで、治療上もよい

結果をもたらすことができれば、その後の連携も行いやす

くなる。

産業医が十分な産業保健活動を行っていく上では、積極

的な自己研鑚が欠かせない。臨床医はある程度、研修体制

やキャリアパスが確立しているが、産業医の場合は、事業

場内で唯一の医療職である場合もあり、事業場内には産業

医としてのスキルアップを目的とした研修体制はないの

で、これらを事業場外資源に求める必要がある。

q 

産業保健推進センターは各都道府県に設置されており、

産業保健関係者への研修、産業保健に関する情報の提供・

調査研究、産業保健に関する相談、地域産業保健センター

の支援等の事業を行っている。

産業保健活動に関して、何か分からないことがあれば、

都道府県内の第一人者が相談員として答えてくれる。また

産業保健関係の書籍やビデオ等の教材、騒音計やスモーク

テスター等の機器も豊富に揃っており、閲覧や貸出を行っ

ている。

産業医や保健師を対象とした研修等も行われており、そ
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ユー会がある。

健康開発科学研究会（http://www.e-bio.co.jp/NPO/）は、

健康開発科学に関わる会員の自主研究や関係諸団体との共

同研究を通じて、いろいろな事業を行っている。保健活動

評価・指導部会、健康診断部会、倫理部会等の専門部会が

研究活動を行い、その成果を発表している他、定期的にフ

ォーラムを開催している。

サンユー会（http://www.sanyu-kai.jp/）は産業保健を実践

している専属産業医で作られた組織で、研修会の開催、会

報の発行を行っている他、会員の協力による調査研究等も

行っている。研修会は定期的に東京と大阪で開催されてお

り、研修会の内容をまとめた冊子が後日郵送されてくる。

労働災害による職業や職業病等の治療の他、健康診断や

リハビリテーション等を行っている。また勤労者医療の各

分野についての専門センターを併設している施設もある。

専門センターの活動内容としては、高度で専門的な医療の

提供、職業と疾病の関連についての研究、勤労者医療につ

いての研修・情報提供等がある。専門センターには産業中

毒センター、振動障害センター、勤労者メンタルヘルスセ

ンター、働く女性メディカルセンター等がある。

産業医活動を支援する団体としては、以下のようなもの

がある。各団体のホームページには、図書やセミナーに関

するいろいろと有用な情報が掲載されており、図書の購入

等もできる。

q （http://www.zsisz.or.jp/）

産業医学の振興と職場における労働者の健康管理の充実

に資することを目的に設立された団体である。

産業医向けの図書の出版やビデオの作成、研修の開催等

を行っている。具体的には「産業医学ジャーナル」、「産業

医学プラザ」、「産業医学レビュー」の出版や、「産業医学

専門講習会」、「産業保健実践講習会」等の研修を開催して

いる。

w （http://www.jisha.or.jp/）

事業主の自主的な労働災害防止活動の促進を通じて、安

全衛生の向上を図り、労働災害の絶滅を目指すことを目的

として設立された団体である。安全衛生に係る情報を図書、

定期刊行物、インターネット等を通じて提供したり、教

育・研修やセミナーの開催、健康づくり・快適職場づくり

の促進、労働災害防止のための調査研究等、幅広い事業活

動を行っている。

定期刊行物としては「安全と健康」、「安全衛生のひろば」

等が、セミナーとしては「心とからだの健康づくり研修・

セミナー」、「化学物質管理（関連）研修・セミナー」、

「OSHMSリスクアセスメント関連研修・セミナー」等を

開催している。

e （http://www.zeneiren.or.jp/）

働く人々の健康管理に関する専門技術の進歩改善と、

労働衛生団体の機能の改善向上の促進等を目的として設

立された団体である。

総合精度管理事業や労働衛生の普及啓発等を事業とし

て行っている。総合精度管理事業では技術面の総合精度

管理調査、技術向上研修会、講習会・研究会等を実施し

ている。機関誌として「労働衛生管理」を発行しており、

その他にも健康診断関係図書を発行している。

r 

（http://www.uoeh-u.ac.jp/dept/jitumu-center_ j.html）

産業医大卒の修練医や学生に対して産業医業務等の知

識・技術を実地に練磨させるとともに、広く産業医等の

資質向上を図るための教育・研修その他の関連業務を行

っている。包括的な産業保健の実務修得を目的とした短

期カリキュラムを設け、現場の産業医、産業看護職等の

産業保健関係者を幅広く受け入れている。日本医師会認

定産業医制度に関する研修を行うとともに、産業医支援

業務として産業保健実務相談窓口を開設し、各種情報の

提供を行っている。

t （http://www.isl.or.jp/top.html）

1921年に設立された歴史ある研究所で、産業現場の労

働について実証的な調査研究を行い、作業方法、職場環

境や労働生活の改善に役立てることを目的に活動してい

る。安全・健康で快適な職場づくりの手伝いや、働きや

すく使いやすい設備・機器・操作方法のための人間工学

の応用等、範囲は多岐にわたっている。機関誌として

「労働科学」や「労働の科学」等を出版し、情報提供をし

ている。

産業保健関係者のメーリングリストとしては、産業保

健メーリングリストがある。匿名での質問も許されるの

で気軽に質問することができる。産業医大のホームペー

ジ（http://www.uoeh-u.ac.jp/OHML/OHML.html）に入会の

案内が載っている。

「事業場外資源の活用力」と「事業場外資源との連携

力」は産業医の実力を左右する重要な要素である。ぜひ

積極的にそして有効に活用していただきたい。

6.
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4

管理職でタイムカードなどを使用していない社員
出向受け入れ社員
裁量労働で時間管理をしていない社員
派遣社員で職場管理のもの
（面談実施義務は派遣元事業者とされている）
５時以降の残業に会社固有のシステムが存在する場合
出張時
待機時間など

◆騒音障害防止のためのガイドライン　H4.10.1 基発第546号 �
中等度以上の聴力低下が認められ、聴力低下が進行する恐れがある者に対しては、
防音保護具使用のほか、騒音作業に従事する時間の短縮等必要な措置を講ずること�
�
◆チェーンソー取り扱い業務における振動障害の予防（指針）�

 S50.10.20 基発第610号�
チェーンソー以外の振動工具、一日2時間以内、振動作業の一連続時間は、おお
むね10分以内とし、一連作業の後5分以上の休止時間を設けること。 �
�
◆職場における腰痛予防対策指針　H6.9.6 基発第547号�
作業管理の中で作業時間を示すこと。他の作業と組み合わせる等により当該作業
ができるだけ連続しないようにすること。また、作業時間中にも適宜、小休止、
休息が取れるようにすることが望ましい。 �
�
◆熱中症の予防について　平8.5.21基発第329号 �
気温条件、作業内容、労働者の健康状態等を考慮して、作業休止時間や休憩時間
の確保に努めること。特に、人力による掘削作業等エネルギー消費量の多い作業
や連続作業はできるだけ少なくすること。 �
�
新・VDT作業ガイドラインの概要　H14.4.5基発第0405001号�
作業者が心身の負担が少なく作業を行うことができるよう、一日の作業時間・一
連続作業時間・作業休止時間・小休止の作業時間、作業休止時間等について基準
を定め、作業時間の管理を行うこととした。 　 �
�
化学物質等による労働者の健康障害を防止するため必要な措置に関する指針�

H12.3.31公示第１号�
当該化学物質等にばく露される時間の短縮 

◆事業場における労働者の心の健康づくりのための指針　H12.8.9基発第522号�
ラインによるケアで、管理監督者は作業時間等の職場環境の問題点を把握し、
改善を図ること  �
�
◆労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準について�

H13.4.6基発第339号 �
事業場において労務管理を行う部署の責任者は、当該事業場内における労働時
間の適正な把握等労働時間管理の適正化に関する事項を管理し、労働時間管理
上の問題点の把握及びその解消を図ること。�
�
◆脳・心臓疾患（過労死）の労災認定基準の改正（指針）　H13.12.12基発第1063
号 発症に影響を及ぼす「長時間の過重業務」「評価期間」「労働時間評価の目安」
「具体的負荷要因」等の評価視点を明確化�
�
健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置（指針）H8.10.1公示第１号　�
直近改正H17.3.31公示第5号健康診断の結果に基づく就業上の措置を適切に
講じ、労働者の健康管理を的確に実施�
�
◆過重労働による健康障害防止のための総合対策〔通達〕�

H14.2.12基発第0212001号直近改正H18.3.17基発0317008号 �
事業者は、「36協定」の締結に当たっては、「労働基準法第36条第1項の協定で定
める労働時間の延長の限度等に関する基準」(H10労働省告示第154号)に適合し
たものとなるようにする。 �
�
◆過重労働による健康障害を防止するため事業者が講ずべき措置等　�

H18.3.17基発第0317008号�
時間外労働を月45時間以下とするよう適切な労働時間管理に努めるものとする。
その際、時間外労働が月45時間以下の場合においても、健康に悪影響を及ぼす
ことのないように時間外労働のさらなる短縮について配意するものとする。また、
事業者は、裁量労働制対象労働者および管理・監督者についても、健康確保の
ための責務があることなどにも十分留意し、過重労働とならないよう努めるも
のとする。 �
�
◆労働安全衛生法の一部改正　H17.11.2法律第108号�
過重労働・メンタルヘルス対策の充実事業者は一定時間を超える時間外労働等
を行った労働者を対象とした医師による面談指導等を行うこと。�
�
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　　　　　　負荷の程度を評価する視点�
�
予定された業務のスケジュールの変更の頻度・程度、事前
の通知状況、予測の場合、業務内容の変更の程度等�

�
拘束時間数、実労働時間数、労働密度（実作業時間と手待
時間との割合等）、業務内容、休憩・仮眠時間数、休憩・
仮眠施設の状況（広さ、空調、騒音等）等�
�
出張中の業務内容、出張（特に時差のある海外出張）頻
度、交通手段、移動時間および移動時間中の状況、宿泊の
有無、宿泊施設の状況、出張中における睡眠を含む休憩・
休息の状況、出張による疲労の回復状況など�
�
勤務シフトの変更の度合、勤務と次の勤務までの時間、交
代制勤務における深夜時間帯の頻度等�
�
労働者のストレスの内容の中でもっとも多い回答項目であ
るが、自分が感じている具体的内容を聞く。�
�
寒冷の程度、防寒衣類の着用の状況、一連続作業時間中の
採暖の状況、暑熱と寒冷との交互のばく露の状況、激しい
温度差がある場所への出入りの頻度等�
�
おおむね80dbを超える騒音の程度、そのばく露時間・期
間、防音保護具の着用の状況等�
�
5時間を超える時差の程度、時差をともなう移動の頻度等�
�
【日常的に精神的緊張を伴う業務】�
　業務量、就労期間、経験、適応能力、会社の支援等�
【発症に近接した時期における精神的緊張をともなう業務�
　に関連する出来事】�
　出来事（事故、事件等）の大きさ、損害の程度等�

［　　　　　］�トラック運転手、警備員、�
医療スタッフ、記者など�
�

作

業

環

境

�

　　　就労態様�
�
不規則な勤務�

�

�

拘束時間の長い勤務�

�

�

出張の多い業務�

�

�

交代制勤務・深夜勤務�
�

人間関係のストレスが�
多い業務�

�

　　　　　温度環境�

　　　　�
�

　　　　　騒音�

　　　　�
　　　　　時差�

�
�

精神的緊張をともなう

業務�
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